
手当助成・補助

介護職員初任者研修および
介護福祉士実務者研修の
受講料を補助

　介護人材の確保・育成を図るため、
介護職員初任者研修および介護福祉士
実務者研修の受講料を補助します。
□対象経費　研修に係る受講料・教材
費など（初任者研修上限額５万円、実務
者研修上限額10万円まで）
□対象者　申請日前１年以内に初任者
研修または実務者研修課程を修了し、
その証明書の交付を受けた方で、次の
いずれにも該当する方
●�市内の介護サービス事業所に介護職
員として３カ月以上従事している、
かつ、その間の従事時間が48時間
を超えている

●�同種の補助金を受けていない
i申請書に必要な書類を添えて下記
へ提出　※詳細は市kまたは下記へ
お問い合わせください▲

高齢者支援課n
　p042－420－2815        

在宅で介護をしている方へ
家族介護慰労金を支給

　在宅の高齢者を介護している家族の
経済的負担を減らし、在宅生活の継続
と向上のために、家族介護慰労金を支
給します。
d下表の要件を全て満たしている65
歳以上の高齢者を１年間以上介護し、
過去１年間以上市民税非課税世帯に属
する方　※基準日：申請日の属する月
の前月末日　※前年度支給を受けてい
る方は、申請から１年以上経過してい
なければ申請不可
□要件

過去
１年間
以上

要介護４または５と認定されて
いる高齢者

市民税非課税世帯に属する高齢者

介護保険サービスを利用してい
ない高齢者（通算７日間までの
短期入所生活介護（ショートステ
イ）または短期入所療養介護（医
療型ショートステイ）利用を除く）

過去
１年間

介護保険施設以外の病院などに
延べ90日以上の長期入院をし
ていない高齢者

□慰労金支給額　年額10万円
□申請　12月27日㈮（㈯・㈰・㈷を
除く）までに、介護保険被保険者証・
金融機関の口座が分かるものを高齢者
支援課（田無第二庁舎１階、防災・保
谷保健福祉総合センター１階）
へ持参▲

高齢者支援課n
　p042－420－2814　

自治会・町内会等活性化補助金
説明会・懇談会

　市内の自治会・町内会およびマン
ション管理組合が行う活動に対する補
助金について、説明会を開催します。
あわせて、団体同士が交流する懇談会
を行います。
a５月25日㈯午前10時～正午　b田
無第二庁舎４階　i５月16日㈭まで
に、申込フォームまたは電話で次へ

市k

▲

協働コミュニティ課n
　p042－420－2821   

市政
保谷庁舎総合窓口を
ご利用ください

　市民課保谷庁舎総合窓口係（防災・
保谷保健福祉総合センター１階）では、
市民課業務以外にも、以下の業務を取
り扱っています。ぜひご利用ください。
□取扱業務　市民課業務、国民健康保
険(異動・給付・納付)、国民年金(異動・
保険料免除など・裁定請求)、後期高齢
者医療(異動・給付)、税関係証明(個
人市・都民税、軽自動車税、固定資産
税、納税関係)、子育て関係(児童手当・
医療費助成)
※業務の内容によっては、お取り扱い
できない業務もあります。詳細は市k
または下記へ▲

市民課op042－438－4020

来庁者の本人確認

　市民課業務の各種届出などの受付事
務に関して、個人情報の保護を図り、
住民に関する記録の管理を適正に行う
必要があります。両庁舎市民課および
各出張所の窓口での各種届出・各種証
明書の請求の際に、本人確認を実施し
ています。
　運転免許証や旅券などのほかに、マ
イナンバーカードも本人確認書類とし
て使用できます。まだお持ちでない方
は、ぜひご申請ください。
　届出や手続の内容によって本人確認
書類は異なります。詳細は下記へお問
い合わせください。
□代理人による届出　代理人による届
出や証明書の請求には、代理人選任届
（委任状）が必要です。委任者本人の自
筆で、次の事項を記載してください。
●代理人の住所・氏名・生年月日
●委任事項　●委任する日　●委任者
本人の住所・署名・捺

なつ

印
いん

（印鑑登録の
場合は登録する印鑑を押印してくださ
い）　※代理人の本人確認も行ってい
ます。▲

市民課
　np042－460－9820
　op042－438－4020  

募集
市職員

□区分
(８月１日付採用予定)
土木技術Ⅰ類、保健師Ⅰ類
(令和７年４月１日付採用予定)
一般事務Ⅰ類
□申込締切　５月20日㈪午後５時まで

※詳細は、市kを必ずご確
認ください。▲

職員課n
　p042－460－9813　　 　

保育園保育推進員

□募集人数　５人程度
□勤務地　市内公設公営保育園

申込フォーム

市k

市k

□任用期間　６月１日～令和７年３月
31日
□報酬　有資格者：時給1,520円
□応募資格　保育士資格
□募集期間　５月10日㈮まで▲

幼児教育・保育課n
p042－452－6777

女性相談支援員

□人数　１人
□任期　６月１日～令和７年３月31
日（更新あり）
□試験日　５月25日㈯
□募集要項　協働コミュニティ課（住
吉会館、田無第二庁舎５階）・職員課（田
無庁舎５階）・市kで配布　※詳細は
募集要項をご確認ください。　i５
月17日㈮までに、申込書を〒202－
0005住吉町６－15－６住吉会館ルピ
ナス男女平等推進係へ郵送または持参▲
男女平等推進センター
p042－439－0075

環境審議会市民委員

c市の環境施策の進ちょく状況に関
する審議など

□資格／人数　在住・在勤・在学で満
18歳以上の方／４人　※ほかの附属
機関などの委員との兼任不可
□任期　７月から２年間
□会議数　年３回程度（原則平日午後
６時から開会）
□報酬　日額１万800円
□選考方法　i５月17日㈮（必着）ま
でに、作文「脱炭素社会の実現に向け
た市民の役割」（800字程度）・住所・
氏
ふり

名
がな

・生年月日・職業・電話番号を明
記し、〒202－0011泉町３－12－35
エコプラザ西東京内環境保全課に郵送
または持参
※詳細は市kをご覧ください。▲

環境保全課
p042－438－4042 　

多文化共生推進指針策定
検討委員会市民委員

c多文化共生推進指針の策定
□資格／人数　在住・在勤・在学で
18歳以上の方／２人　※ほかの審議
会委員などとの兼任不可
□任期　６月～令和８年３月31日
□会議数　１年度当たり２回程度
□謝礼　１回2,000円
□選考方法　５月17日㈮（消印有効）
までに、作文「多文化共生社会の実現
に向けて私ができること」（800字程
度）・住所・氏

ふり

名
がな

・生年月日・国籍・
電話番号・メールアドレスを明記し、
〒188－8666文化振興課へ郵送・
メールまたは持参（田無第二庁舎５階）▲

文化振興課n
p042－420－2817
mbunka@city.nishitokyo.lg.jp

地域福祉計画策定・
普及推進委員会の市民委員

　本市の地域福祉を総合的・計画的に
推進していくため、改善点などを検討
します。
□資格／人数　満18歳以上（令和６年

市k

５月１日現在）で在住・在勤・在学の
方／２人　※ほかの審議会委員等との
兼任不可
□会議数　４回／２年程度（平日夜間）
□任期　５月27日〜令和８年５月26日
□謝礼　１回2,000円
□選考方法　５月24日㈮（必着）まで
に、作文「西東京市の地域福祉の推進
について」（800字程度）・住所・氏名・
電話番号・生年月日を明記し、〒188
－8666地域共生課地域共生係へ郵送
または持参（田無第二庁舎１階）▲

地域共生課n
　p042－420－2807

男女平等推進センター
企画運営委員会委員

c男女平等推進センターの年間事業
を企画・計画し、必要な事項を協議し
運営
□資格／人員　在住・在勤・在学の
18歳以上で、対面・Webどちらの形
式の委員会でも出席できる方／８人
□任期　令和８年６月６日まで

□謝金　日額2,000円
□会議数　年間８回程度
□選考方法　５月20日㈪までに、申
込フォーム・メールまたは持参で、作
文「男女平等推進センターの企画とし
て、提案したいこと」（800字程度）・
氏名・住所・年齢・電話番号を下記へ▲

男女平等推進センター
�〒202－0005住吉町６－15－６ 
住吉会館ルピナス内
　mkyoudou@city.nishitokyo.lg.jp
　p042－439－0075   　

防災市民組織を結成しませんか

　防災市民組織は、地域で一丸となり、
発災時に地域の被害を最小限に抑える
重要な役割を持っています。現在、自
治会やマンション管理組合が中心とな
り、共助の担い手として多くの団体が
活動しています。
　防災市民組織に登録すると、共助の
ための防災資器材購入に対する補助金
交付や、防災の専門家による防災市民
組織向け研修・講演会を受けられます。
　今年度の補助金説明会は、マンショ
ン組織向け・戸建て組織向けの２部制
で開催します。
□補助金説明会
a６月22日㈯●マンション：午前10
時～正午　●戸建て：午後１時30分
～３時30分　b防災・保谷保健福祉
総合センター６階　d防災市民組織
登録団体および登録検討中の団体
e各部70人（１団体２人まで）　※詳細
は市kをご覧ください。▲

危機管理課o
　p042－438－4010 

都営住宅の入居者募集

❖東京都直接募集
●家族向・単身者向…4,921戸
□案内・申込書配布
a５月７日㈫～15日㈬の平日のみ

b田無庁舎２階、防災・保谷保健福祉
総合センター１階、住宅課、出張所ほか

応募フォーム

市k

凡例 a日時  b場所  c内容  d対象  e定員  f講師  g料金（記載がない場合は無料）  h持ち物  i申込  j問い合わせ  n田無庁舎敷地内  o保谷庁舎敷地内
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